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【論文要旨】
　本稿は差別化戦略の一要素としてカスタマイゼーショソ概念を考察する試みである。競争優位の
源泉を巡る議論の基礎を資源ベース・ヴューに求め，カスタマイゼーション行動を組織内，組織間
横断的に蓄積される企業による模倣困難な概念として位置づける。これによりカスタマイゼーショ
ソ行動が寡占企業による競争構造下でより有効に機能する条件の提案を試みる。つまり製品開発に
関わる能力，生産・ロジスティックスに関わる能力など差別化のための主要な組織能力が寡占競争
の下で差別化要素として十分に機能していない（均衡状態にある）という条件下で，カスタマイゼ
ーショソ行動に関わる能力が差別化戦略の一要素としてその有効性を高めるという命題の提示であ
る。本稿での考察を通じて，模倣困難なカスタマイゼーション能力の内容研究が今後の課題として
浮き彫りとなる。
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1　はじめに
　カスタマイゼーショソとは企業による最終顧客への個別対応諸活動である。その代表的な研究分
野として顧客一人一人の受注に応じたカスタム化製品の生産と配送に関するマス・カスタマイゼー
ション研究が登場する。本稿では，ワン・トゥ・ワン・マーケティング（Peppers　and　Rogers
1998，2000）やカスタマイズド・マーケティング（Kotler　1989）など異なる視点から議論されて
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いるこれら「最終顧客への個別対応諸活動」をひとまず「カスタマイゼーション」へ用語統一を行
う。そもそもカスタマイゼーションとは全産業の全製品・全サービスの全発展段階において普く有
効な行動ではなく，企業が属する競争構造と競争企業の保有する資源との相対的な関係によってそ
の有効性が変化するいわばコンティンジェソトな概念である。カスタマイゼーションの有効性とそ
の競争構造の関係が第一に議論されるべきであるにもかかわらず，既存の多くのマス・カスタマイ
ゼーショソ研究では顧客への個別対応の要請が所与として扱われ，その研究の中心がカスタム化製
品の生産・配送・販売活動のプロセス研究に終始してきた（拙稿2003，2004a，2004b）。この現状
を踏まえ本稿では以下の手順によってカスタマイゼーショソの概念を考察する。
　第一に既存研究におけるカスタマイゼーショソ行動の内容を整理する。とりわけ生産プロセスア
プローチと消費者行動論アプローチにおけるそれぞれのカスタマイゼーショソ行動の異同を明らか
とする。第二に研究対象とその競争構造を限定する。マス・カスタマイゼーショソ研究のみなら
ず，顧客の個別対応を対象とする文献ではその研究対象に統一的な見解は確認できない。あるもの
は中小規模企業のニッチ戦略の一環として位置づけ，またあるものは多国籍企業の一事業部の戦略
として捉える。本稿ではマーケティング研究の典型的な研究対象である寡占的企業をカスタマイゼ
ーション行動の主体とすることにより，その競争構造の特質を検討する。
　第三に，本稿の結論として，差別化戦略の一要素としてカスタマイゼーションの概念を位置づけ
る。競争優位の源泉を巡る議論の基礎を資源ベース・ヴュー（以下，RBV）に求め，カスタマイ
ゼーションを組織内，組織間横断的に蓄積される競合による模倣困難な概念として位置づける。こ
れによりカスタマイゼーション行動が寡占企業による競争構造の中でより有効に機能する条件の提
案を試みる。つまり製品開発に関わる能力，生産・ロジスティックスに関わる能力など主要な価値
付加機能における組織能力が寡占競争の下で差別化要素として十分に機能していない（均衡状態に
ある）という条件下で，カスタマイゼーション行動に関わる能力が差別化戦略の一要素としてその
有効性を高めるという命題の提示である。
1　カスタマイゼーションの諸定義
　本章ではカスタマイゼーションの諸定i義が既存研究においてどのように扱われてきたかを確認す
る。特にマス・カスタマイゼーショソ研究文献を整理し，生産プロセスアプローチと消費老行動論
アプローチ間のカスタマイゼーショソ行動の内容に関する異同を明らかにする。要約は以下のとお
りである。生産プロセスアプローチはマス・カスタム製品供給に関する企業行動を機能別に分類し
その内容につき詳細に論じている。一方，消費者行動論アプローチの研究対象は顧客個人であり，
個人ごとに異なる企業行動に対する認知がその分析単位となっている。研究対象に相違は存在する
ものの両アプローチとも，前提となる競争構造を限定することなしに企業と消費者による行動の内
容を説明している点は一致している。行動の内容を詳細に論じる前にその行動によって獲得される
べき成果と企業が属する競争構造を総合的な枠組みの中で論じる必要がある。
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1．生産プロセスアプローチ
　既存の多くのマス・カスタマイゼーショソ研究は製品のカスタム化諸活動およびその業務プロセ
スの調整問題に詳しい。プロセス上に存在する複数の機能を調整し，いかに低い生産コスト／短い
リードタイム／高い製品カスタム化程度を同時達成するかを問題の中核に据えている（拙稿
2004a）。特にPine以降の研究者は，生産管理論からのアプローチによって，製品の開発・生産・
配送・販売までの各業務プロセス全体を含んだシステミックな概念としてマス・カスタマイゼーシ
ョンを捉えている（Silveira　et　al．2000）。たとえば，　Hart（1995）は大量生産製品に近い価格で
個別顧客の特別なニーズに合致する広い範囲の製品とサービスを供給するために情報技術，柔軟な
業務プロセス，組織構造を活用するシステムであるとマス・カスタマイゼーショソを捉えている。
生産プロセスアプローチとはカスタム化製品の開発機能／生産機能／ロジスティックス機能を対象と
したプロセス研究のことを指す。ここで3分野のマス・カスタマイゼーショソ研究について整理
することにより，生産プロセスアプローチをとる研究者が示すカスタマイゼーション行動の内容を
概観する。
　まず製品開発分野では，製品カスタム化のための製品アーキテクチャが検討され，概してモジュ
ール・アーキテクチャーの採用がモジュール・コソポーネソトの大量生産（あるいは外部調達）に
よるコスト効率の追求とそれらの組み合わせ（configuration）によるマス・カスタム化製品の生産
・配送の同時達成に適しているという知見が提供されている（Pine　1993，　Sanchez　and　Mahoney
1996，Clark　and　Fujimoto　1997，　Duray　et　al．2000，　Schilling　2000，藤本2001，　Duray　2002，拙稿
2004a）。この分野の焦点は，製品のマス・カスタム化を実行するための製品設計であり，モジュ
ール・コンポーネント概念もまた組み立て容易な業界標準部品としての特徴のみが強調されてい
る。生産分野では，Lample　and　Minzberg（1996）のモデルに代表されるように製品カスタム化
程度とカスタム化活動の開始時点（Decoulping　Point）の対応関係が考察されている（Silveria　et
al．2000，拙稿2003，2004a）。相対的に高い製品カスタム化程度を実現するには，価値連鎖上のよ
り早期段階（たとえば製品のデザイン段階）からカスタム化活動を開始することが求められ，対照
的に低い製品カスタム化程度は，価値連鎖上のより後期段階（たとえば販売段階）に簡単なカスタ
ム化活動（コスメティックなカスタム化）を付加することで実行できる。多くの研究者が異なるカ
スタマイゼーション・モデルあるいは分類を提示しているものの，それらは概してこの対応関係と
符合している。
　ロジスティックス分野では延期と投機の理論を応用したプロセスモデルが提示されている。延期
とは製造や配送を可能なかぎり先送りすることであり，投機とは一定の需要予測に応じて予め投機
的に製品を生産・在庫しておくことである（Zinn　and　Bowersox　1988）。　Pagh　and　Cooper（1998）
は受注後に受注内容に応じた製品（カスタム化製品およびサービス）を生産・配送することを目的
とした，「完全投機一製造延期一ロジスティックス延期一完全延期」の4モデルを提示している。
各モデルは生産コスト／流通（配送）コスト／在庫コスト／提供するサービスのレベルの4変数によ
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って分類される。たとえば「製造延期」は「ロジスティックス延期」よりも相対的に生産コスト／
流通（配送）コスト／在庫コストが高いが，一方で高いサービスレベルが実現できる。これは価値
連鎖上のより川上にカスタム化活動の開始時点を設定することによってより高い製品カスタム化の
程度を実現するという前述の生産分野の研究と一致する。また，van　Hoek（1998）は延期的な
活動を企業が実行する際に，地域配送センターの機能がこれまでの単純な製品仕分けと配送機能か
ら最終製品の組立機能へ拡張されることを提唱している。これは配送リードタイムの短縮（ある
いは維持）とカスタム化製品の組立・配送という二律背反する概念を同時達する具体的なモデルで
ある。
　以上のように簡単ではあるが，マス・カスタマイゼーションのプロセス研究をレビューした。生
産プロセスアプローチの知見は，価値連鎖上の各機能を連結・調整するマス・カスタマイゼーショ
ソのプロセスモデルに集約されている。これはマス・カスタマイゼーションが受注生産システムを
前提とする以上，生産と配送を含むトータルなリードタイムの短縮とカスタム化製品の顧客への供
給を同時達成するカスタマイゼーション行動の実行には，生産／ロジスティックス機能横断的に，
組織横断的にプロセス全体の調整が不可欠であることを示唆している。
2．消費者行動論アプローチ
　マス・カスタマイゼーション研究のもう一方のアプローチは消費老行動論（consumer　behavior）
より派生している。このアプローチはすべての消費者はユニークな製品・サービスを希求するとい
う前提を出発点とし主に消費者一企業間の双方向のコミュニケーショソが顧客満足を形成するとい
う命題を検討している。ここでは純粋に消費者を分析単位とする研究群と消費者行動に対して企業
が受動的に行動する側面に焦点を絞った研究群の2つの下位アプローチを考察する。また顧客の
視点にたったカスタマイゼーションの負の側面についても若干言及する。
　第一に消費者行動そのものを分析単位とする諸研究を概観する。Addis　and　Holbrook（2001）
は製品を，1）顧客個人の主観的な行動側面に比重をおく「快楽的製品（Hedonic　Product）」，2）
客観的な製品機能に比重をおく「実利的製品（Utilitarian　Product）」，3）その中間である「バラン
ス製品」へ分類し，「快楽的製品」の購買プロセスをカスタマイゼーションとして捉えている。こ
こで彼らは供給者（企業）と顧客の相互作用，消費の経験的側面を「快楽的製品」の購買プロセス
特徴としてあげている。また，Tianらは社会心理学の理論1を応用し，「消費者のユニークネスに
対するニーズ（CNFU：consumer’s　need　for　uniqueness）」を概念化し，273名の大学生をサンプル
とする実証研究を行っている（Tian　et　aL　2001）。結果の詳細は割愛するが，彼らはCNFUを「他
1消費者のユニークネスに対するニーズの概念は「ユニークネス理論」にその基礎が得られる。この理論に従
　えば，他者と異なる存在であると自身を位置づけるニーズは，ユニークであるという自己認識が脅かされる
状況において喚起される（たとえば，彼らが属する社会環境において個人が彼ら（彼女ら）自身と他者の間
に高い類似性があると認識する状況）（Tian　et　al。2001，　p52）。
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者と相対的に異なる（計画遂行における）個人の特徴」と定義づけ，消費自体を自身のアイデソテ
ィティの拡張行為として捉えている。また個人（individuals）を分析単位とし，高いNFUの持つ
個人は一般的な（popular）消費選好を避ける傾向にあり，そのユニークな製品を検索する過程に
おいて最適なレペルの自己覚醒を得るために，製品・サービスに対し目新しさや複雑さを要求する
と結論付けている。
　第二に消費者行動に対する企業の受動的な行動を対象とする諸研究をみてみよう。Kahn（1998）
は顧客との動態的な関係性構築のための方策として高い製品バラエティーを有効な戦略オプショソ
として捉えている。「高バラエティー戦略（High－Variety　Strategy）」をさらに1）カスタマイ・ゼ
ーションと2）バラエティー・シーキング戦略に分類し，特にカスタマイゼーショソが以下の便益
を企業に提供すると述べている。第一に，カスタマイゼーショソ戦略の採用は，すべての顧客の嗜
好に合致するオプションの供給が可能となる生産／ロジスティックのデザインを企業へ提供する。
第二に，製品カスタム化活動を通じた顧客とマーケターとの協働作業は企業に対して学習機会を提
供する。顧客学習は将来の顧客嗜好の変化の予測精度の向上に寄与する。また顧客の一部が自社製
品の支持行動（advocacy　behavior）をとり主唱者（advocates）へ進化することによって顧客愛顧
を獲得することに寄与するとも述べられている。Huffman　and　Kahn（1997）やDesmeules（2002）
もまたこのようなカスタマイゼーション行動を通じた顧客学習機会が顧客満足を形成する効果につ
いて考察している。
　顧客によるカスタマ・イゼーショソ活動への関与に焦点をあてた研究ではDurayらが成果をあげ
ている（Duray　et　al．2000，　Duray　2002）。彼女らは生産プロセスアプローチと消費者行動，とりわ
け顧客関与との関係を論じている。価値連鎖上のどの時点で顧客関与が行われるかによって製品の
カスタム化程度は変化する。早期段階での顧客関与は製品の高いカスタム化を顧客へ提供し，企業
に対し顧客とのより緊密な学習機会と関係性構築の機会を提供する。
　さて，消費者へ可能な限り多くの選択肢を提供し一人一人へ個別仕様の製品・サービスを供給す
ることは，消費者へ「混乱（confusion）」与えない限りにおいて有効であることが繰り返し述べら
れている。たとえば，Huffman　and　Kahn（1998）は，最終顧客（個人消費者）によるソファとホ
テルのルーム予約のカスタマイゼーショソ・プロセスに関する2つの実験を行っている。当該製
品の属性に関する顧客の知識レベルと処理能力を超過する多くのオプショソの提供は顧客へ混乱を
与え，かえって顧客不満足を醸成することを実証している。当該製品のオプションの範囲（数）の
限定，各オプショソの効能に関する明確な説明と顧客による理解が不可欠である。消費者行動論ア
プローチでは，評価は顧客の認知に依存することを前提としている。図表1は顧客が購買行動に
際し，製品・サービスに対して予めアイデアを保有している場合の行動パターンを要約したもので
ある。製品バラエティー，カスタマイゼーショソのオプションなど顧客へ提供する選択肢の範囲
（数）と成果（ここでは顧客満足）の関係は，顧客がその選択肢の範囲をどのように評価するかと
いう認知問題に依存していることを図は示している。
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図表1．顧客が予測するアイデアを保有している場合の行動パターンの要約
予測した
Aイデア →
満足度の高いオプショ
¥の提示 →
顧客が認知するバラエ
eィー度合いが低い → 購入
→ 顧客が認知するバラエeィー度合いが高い →
落胆の可能性＋顧客の
F知による評価
予測した
Aイデア →
満足度の高いオプショ
¥が発見できない →
顧客が認知するバラエ
eィー度合いが低い →
顧客による感情的な評価
烽ｵくは認知による評価
→ 顧客が認知するバラエeィー度合いが高い → 新たな認知による評価
出所：Desmeules（2002），P．13
　消i費者行動論アプローチの限界は，製品バラエティーやカスタマイゼーションの度合いが「高
い」あるいは「低い」という評価が一人一人の顧客の認知に依存しているという点にあることを指
摘せねばならない。仮に特定産業において複数の競合が同一のカスタマ・イゼーショソの度合いを提
供しているとしても，それらは個人ごとに異なるレベルとして認知される。生産プロセスアプロー
チで論じられているカスタマイゼーション行動（機能間の調整によるマス・カスタム化製品の供給
能力）単独では差別化優位性の獲得は保証されず，差別化諸要素を形成する他の組織資源との相対
的な関係を論じる必要がある。この意味においてカスタマイゼーショソ行動のみが顧客満足を形成
する要素ではないことが強調されねばならない。
皿　研究対象と競争構造
1．カスタマイゼーション行動の主体
　研究対象の限定は企業行動を研究する諸分野において，理論構築，分析フレームの構築，実証分
析のセッティング，イソプリケーションの提示の各段階における研究者間の視点の相違によって生
じる混乱を回避する手法として重用されてきた。例えば，マーケティング研究においてはその発生
原理を理論化する際に，寡占的製造企業の対市場活動という研究対象の限定がその後の研究の体系
化に寄与してきた（田村1971，1996）。また，国際マーケティングや国際経営研究においても多国
籍企業を定義づけした上で多国籍企業を典型的な研究対象として限定することによって，多国籍企
業の発展段階の研究，中小企業（small　to　mid－sized　businesses）を対象とした国際市場参入の研究
などの識別に貢献してきた。これは経営戦略がその身をおく市場によって影響を受けるという伝統
的な産業組織論の枠組みの援用しており，競争構造を限定することなく複数の企業による異なる戦
略（組織行動）とその成果の関係を直接比較することは不可能である（Porter　1980，1985，　Barney
1986，2001a）o
　しかし，マス・カスタマイゼーショソ研究や企業のカスタマイゼーション行動に関わる諸研究に
おいてその研究対象は限定されているとはいい難い。Pineらの先駆的な研究においてその研究対
象は，中小規模企業の国内の一地域市場での行動から多国籍企業によるグローバルな市場範囲まで
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図表2．　マス・カスタマイゼーションの事例研究における研究対象に関する記述
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一貫性は確認できない（Pine　1993，　Pine　et　a1．1995，　Gilmore　and　Pine　1997）2。そこでPine以降の
マス・カスタマイゼーション研究文献で扱われた事例を研究対象という視点より図表2に整理し
た。図表よりマス・カスタマイゼーショソ研究文献で扱われた事例の対象は概ね寡占的企業の対市
場活動であると換言できよう。たとえば，Kothaによるナショナル自転車工業の事例研究（case－
based　study）では，成熟製品である自転車の日本国内市場を大手3社が支配する寡占的市場を描
写している。その上で製品のカスタマイゼーションを寡占的競争の中で競争優位を構築するための
差別化戦略の一要素として位置づけている。
　本稿では，カスタマイゼーショソの概念を考察するためその研究対象を比較的大規模な寡占的企
業に限定する。無論，中小企業によるニッチ戦略としてのカスタマイゼーション行動は存在する
が，マス・カスタマイゼーション研究を戦略論やマーケティソグ論あるいは国際マーケティソグ
論へ適応するにはこれら諸分野の研究対象との整合が予め重要視されねばならない。
2．競争構造
　寡占的市場とは数社の企業のよって市場全体が支配されている様である。市場をその競争者の数
と参入コストによって素描すれば，競争老が多数で参入コストが低い市場は「完全競争」，高い参
入コストによって1社単独で支配されている市場は「独占市場」として位置づけられる。寡占的
市場とはその中間に位置し，数社が価格のみならず多くの戦略オプションを組み合わせ互いに激し
2詳しくは拙稿（2003）を参照されたい。
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い競争を繰り広げている様をいう。しかし，中間という表現は暖昧であり，純粋な独占市場も完全
競争も存在しないことを想定すると寡占的市場の範囲は何も説明していないことと同義となる。本
節ではカスタマイゼーション行動の主体（研究対象）の限定を念頭におき，寡占的市場の競争構造
の特質につき若干の考察を行う。とりわけ，成熟段階へ移行する産業が直面する市場環境の変化と
優位な競争ポジショソの構築を唱えたPorter，産業内の競争構造を均衡状態になぞらえ，企業の
保有する経営資源の異質性と経営成果の関係を検討するBarney，そして成熟産業に属する企業に
よる対市場行動を捉えるマネジリアル・マーケティソグ研究の3つの視点を考察する。
　M．E．　Porterの視点　Porterは産業組織論に依拠し，戦略（行動）に影響を与える産業（業界）
構造（structure）について考察している。産業を1）新興（先端）産業（emerging　industry），2）
分散型（多数乱戦）産業（fragmented　industry），3）成熟産業，4）衰退産業ヘライフ・サイクル
の段階によって4分類し，それぞれの競争構造の特質を述べている（Porter　1980，1985）。中でも
マーケット・リーダーを欠いた多数の小規模企業による競争を想定する分散型産業から少数の企業
による低成長市場の激しい争奪戦を想定する成熟産業への移行に関し考察を加え，以下の9つの
競争環境の変化を示している（Porter　1980，邦訳p312）。
　①成長の鈍化に伴う市場シェア競争の激化
　②買い慣れた顧客の増加（当該製品に関する知識の増加）
　③競争の争点が（製品自体の機能から）コストと付随サービスへ移行
　④過剰な設備能力と人員への備え
　⑤製造，マーケティング，流通，販売，研究など全機能に関する方法の転換
　⑥新製品，新機能（用途）開発の困難性
　⑦国際競争の激化
　⑧利益率の低下
　⑨流通業者のマージンの低下と交渉力の向上
　製品ライフ・サイクルの進行に伴うこのような環境変化は，「完全競争」一「寡占的市場」一「独占
市場」の3分法に従えぱ寡占的市場の競争構造の特質の一部であると捉えられる。Porter（1985）
は後にこのような成熟期に差し掛かった産業の戦略的対応として産業細分化の概念を提唱してい
る。産業は，大きくは，製品の種類と買い手のタイプの2つの変数によって細分化可能であり，
識別した細分化市場の競争構造のそれぞれに対して企業が戦略を立案，実行する。産業の細分化そ
れ自体はより魅力的な産業（セグメント）へ資源を集中するポートフォリオ管理と識別した魅力的
な産業内で企業がいかに競争ポジショソを構築するのかを問題視している。産業をさらに小規模な
市場へ分割したとしても，識別した小規模市場がそれぞれ製品ライフ・サイクルの進行によって成
熟的な市場環境へ段階的に移行することには変わりはない。その意味において上述の9つの市場
環境変化は時間の経過とともに競争構造の均衡状態を高める要因となりうる。
」．　Barneyの視点　Porterの視点が外部環境の分析へ傾倒している点を批判するBarneyは，戦
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略論の文脈で企業行動による経営成果の創出原理につき考察し，企業内部の資源（生産要素）に着
目した競争構造の視点を提供している。ここで少数の企業のよって支配されている寡占的市場を想
定するとき，市場内で競争する企業の競争優位の源泉は各自が保有する異質な経営資源に依存する
こととなる（Bamey　1986，1991，2001a，2001b）。
　Barneyは企業行動，とりわけ同一の産業に属する企業のいずれかがいかに経済レソトを創出で
きるかを問題視し，資源ベースの特徴を企業が均衡状態にあっても競争優位を持続的に保有する条
件を特定化している点であると述べている（Barney　1986，　Amit　and　Schoemaker　1993）。ここでい
う経済レソト（リカード型レント）とは，供給が限定されている（市場での調達が困難な）生産要
素から生じ，産業の平均を上回る成果に直結する動因として捉えられている。そこで近年資源ベー
ス論者が経済レント創出の動因（供給が限定された生産要素）として注目するのが，組織内部に蓄
積される無形資産，知識，ノウハウ，スキルなどと呼ばれる企業能力（ケイパビリティ）である
（Pereraf　1993，　Grant　1991，　Teece　et　al．1997）。　Barneyが指摘するように企業による模倣困難性
（模倣コストの大きさ）を指標とするならば，組織内に埋め込まれた（embeded），因果関係が暖
昧で，社会的に複雑な組織能力（無形の生産要素）が特定の競争構造下で競争する企業間の成果の
差異に影響を及ぼすと考えられる。
　マネジリアル・マーケティングの視、点　均衡状態にある競争構造下での企業による対市場行動を
扱うのがマネジリアル・マーケティングの視点である。ここでは，競争構造の選択のみならず，企
業による競争構造への積極的な働きかけ（マーケティング行動）がその経営成果へ影響を及ぼすこ
とが強調される。たとえば，マーケティソグ行動の主体を典型的には寡占的製造企業の対市場活動
であると捉えた田村は経営成果へ影響を与えるマーケティング行動の内容について詳細に論じてい
る（田村1971，1996）。中でも技術革新が中核戦略として登場する論理を広告戦略と対比すること
によって説明している。広告による製品差別化は広告製作者（文案家）の能力の差異によって製品
差別化要素として仮定できるが，寡占的市場での広告支出額は競争企業間で似通った金額であり，
新規参入者への障壁を形成するものの中長期的に見れば広告製作者間の能力の差異は（外部からの
調達を仮定すれば）生じない。広告の支出量，質は資本規模に比例することが寡占的市場における
競争構造下での想定である。対照的に（他のマーケティング行動との比較において）技術革新に伴
う新製品マーケティソグは，たとえ企業間で同等の研究開発投資を計上するとしても，革新的な新
製品が競合他社に先駆けて高い差別化要素を内包して市場に導入される場合，それは市場開拓活動
として捉えられる。また，新製品を定期的に導入するマーケティソグ行動では競争企業の対抗度が
その目的とする成果水準へ影響を与える。つまり，「その新製品が市場占有率を高めることに成功
すればするほど，一方においてその新製品導入に対する競争者の対抗度も大きくなる。（中略）そ
の新製品を模倣することが困難であるかぎり，たとえ競争者の対抗度が強くてもその企業はあえて
その新製品の市場導入を行うであろう」（田村1971，p154－155）というように新製品開発を中核
とする市場開発活動を寡占下における競争優位の源泉として捉えている。
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　以上概観したように，寡占的企業が属する競争構造は，時間の経過ともに分散型産業から成熟産
業へ変化するように，企業間の均衡状態を形成するに到る。均衡状態の下では企業が業界平均を上
回る成果を達成することはより困難となる。Barneyらが指摘するように，このような競争構造に
おいて企業は，模倣困難な資源の蓄積，とりわけ無形資産，実行能力に直結した組織的なケイパビ
リティの構築と維持を課題とするようになる。
】V　カスタマイゼーションの概念
　本章では特定の競争構造下において企業がカスタマイゼーショソ行動によって差別化優位性を形
成する条件を検討する。特に差別化戦略の一要素としてカスタマイゼーショソ概念を位置づけるこ
とにより，他の差別化諸要素を組み入れた総合的な視点を提供する。
1．製品差別化要素と差別化戦略
　特定の競争構造下でカスタマイゼーション行動の有効性を決定するモデルを構築するためにはカ
スタマイゼーション行動自体が他の差別化諸要素間との関連においてどのように位置づけられるか
を素描する必要がある。カスタマイゼーショソ行動は差別化の一要素に過ぎず，たとえカスタマイ
ゼーショソ・ケイパビリティとでも呼ぶ優位なカスタマイゼーションに関連するノウハウやスキル
を企業が保有していたとしても，他の差別化要素との相対的な影響度合いや顧客の差別化要素のミ
ックス（マーケティング・オファリングとも言い換えられる）に対する認知の相違によってその有
効性は高くも低くも変化するのである。
　そもそも差別化戦略や製品差別化とは競争対応，とりわけ寡占的企業の対市場活動の一環として
登場してきた概念であるという説（Chamberlin　1965，田村1971，　Root　1972，　Porter　1980）と，
企業（あるいは企業グループ）がマーケティング努力（製品機能の追加，広告，パッケージ，ブラ
ソドなど）により需要曲線を変化させる自助的な活動であるという説（Smith　1956）が存在する3。
ここではひとまず企業による競争対応側面と自発的活動とでも言うべき側面を明確に区別すること
は避け，競合からの差別化要素，とりわけ持続的競争優位の源泉としてのそれに着目し論を展開す
る。
　製品差別化の諸要素は，製品機能など物理的な製品属性と製品に対するイメージやパフォーマン
スに影響を与える非物理的な製品属性に分類できる（Dickson　and　Ginter　1987）。製品差別化概念
の登場当初の60年代から70年代にかけて注目されてきた要素は，非物理的な製品属性では広告お
よび販売促進活動であり，物理的な製品属性では製品機能に関わる開発及び生産プロセス技術であ
った。特に技術革新による新製品開発は前述の田村の議論にも登場したようにマーケティング行動
の中核戦略であった。しかし80年代以降，リバースエンジニアリソグによる新製品の模倣容易性
3Dicksonand　Ginter（1987）による文献レビューを参考に筆者が原典にあたり再整理した。
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や製品ライフ・サイクルの短縮化などにより，技術革新による新製品開発競争の差別化要素として
の地位が相対的に低下してきたことは否めない。たとえばCaves　and　Williamson（1985）は耐久
家電製品の製品差別化要素を因子分析によって抽出しているが，物理的な製品属性にかかわる差別
化要素は1）製品のカスタマイゼーション程度と2）製品属性の複雑性（attribute　complexity）2
要素であった（全部で5因子，詳細は後述する）。製品の革新性や新規性よりもむしろ企業による
模倣困難な複雑性が差別化要素として識別されたことは注目に値する。一方，物理的な製品属性の
開発それ自体よりも，非物理的な属性を訴求することで顧客による製品属性に対する認知を変化さ
せる方法も開発されてきた（たとえば，ブランドによる差別化）。これは自社のもつ競争優位を含
む製品属性の重要性を顧客間で伸張する「需要関数の自社の強みへの誘引」と捉えられる。
　さまざまな差別化要素の分類手法が存在するものの重要な点は，差別化要素は単独で機能するわ
けではなくいずれかもしくはすべての要素の組み合わせによって機能することである。産業内での
寡占的企業間の競争を念頭におく際，差別化要素の分類とその静態的な比重を論じるよりはむしろ
その戦略的な側面，ここではいかに競合に対する模倣障壁を構築するかというマネジリアルな課題
が浮き彫りとなる。換言すれば，特定の競争構造下で供給が限定された生産要素をいかに構築し持
続的に独占するかという問題である。この点に関し90年代以降注目を集めている資源ベース・ヴ
ューの主唱者であるBarneyは以下のように述べている。
　　製品差別化戦略を実行することにより，企業は自社の製品やサービスに対し，平均総コストを
　上回る価格を付与でき，それによって経済価値を生み出すことができる。（中略）ある戦略がそ
　の企業に単に経済価値をもたらすのみならず，持続的競争優位を生じさせるには，その戦略が希
　少で模倣コストの大きな内部組織上の強みと弱みに裏打ちされていなければならない（Barney
　2001a，邦訳p138－139）。
　一般的に，Barney流には，企業の持続的競争優位は資源属性によって影響を受けると解釈でき
る。つまり企業の保有する資源が1）価値があり，2）希少で，3）模倣が困難で，4）他の資源に
よって代替が不完全にしか行われないという属性を有していれば，それは持続的競争優位の源泉と
して機能するという（Barney　1991）。競争構造の均衡状態を仮定する場合，模倣困難性の内容が
より重視されねばならない。模倣困難性とは模倣コストの大小で評価できる指標としてBarney
以外にも複数の研究者によって企業が価値を創出する原動力として論じられている。ここでは
Barneyによる模倣困難性（不完全な模倣資源）を形成する要因を中心に，他の研究者による諸要
因についても若干検討してみよう。
　Barney（1991）は，1）歴史的な経路への依存性，2）因果関係の曖昧さ，3）社会的複雑性の3
つを資源に対する模倣困難性を形成する要因としてあげている。1）歴史的な経路への依存性と
は，企業が辿ってきた経路はその企業特有の歴史的なコンディションであり，競争企業は無論，当
の企業自身も模倣が不可能であるという概念である。小売業が競合に先駆けて優位なロケーション
へ立地することはこのケースにあたる（Barney　2001a）。2）因果関係の曖昧さとは当該企業が保
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有（管理／統制）する資源と競争優位の関係が十分に理解されていない場合に生じる。資源を管理／
統制する企業自身がなぜその資源によって競争優位が獲得できたかもしくは維持されているのかと
いう因果関係を把握できていない状態は，当然他者からの模倣を困難とする。3）社会的複雑性
は，企業による保有資源のシステマチックな統制や管理能力を超えて，資源が非常に複雑な社会的
現象の中に埋め込まれている様をさす。Barneyは非公式なマネジャー同士の人間関係や取引関係
のあるサプライヤー間での評判などがこのケースにあたると述べている。
　Dierickx　and　Cool（1989）は資源を，組織内に時間をかけて蓄積される資産ストックとフロー
に分類した上で，ストックに対する模倣困難性のより動態的な要因を提示している。たとえば，
「時間圧縮の不経済性（Time　Compression　Diseconomies」と「資産規模による効率性（Asset
Mass　Eficiencies）」は先行者優位の論理に則った動態的な視点を導入している。常に先行してい
る模倣対象企業によって構築された資源とこれからさらに改善を加える資源を，後発の企業（模倣
者）がより短期間でキャッチアップすることは模倣者にとって不経済を被る可能性がある。さらに
先行者によって既に構築済みの資源の規模がより重要な局面では，後発者のキャッチアップはさら
に困難を極める。彼らによれば，新たな地域にディーラー網を構築するケースがこの局面にあた
る。（先行者によるディーラー網がすでに構築済みの地域で）模倣者（後発者）にとってもっとも
困難な問題はいかにして出発点となる足がかり（第一号店）を構築するかであるという。
　Porterが価値創出のメカニズムを企業の機能別能力とその連結能力である価値連鎖に求めたの
に対し，RBVでは生産要素，模倣困難な資源（資産）によって説明する相違4はあっても，上述
のように模倣困難性の内容を検討すれば，特定の競争構造下で企業が競争優位を構築するためには
将来にわたって価値を創出する，競合から差別化を図ることが期待できる資源（物理的資源，無形
資産，組織ケイパビリティなど）の計画的な構築が重要となる。
　たとえば，企業の強みに着目した応用研究，中でも日系自動車メーカーの研究では，「製品開発
および生産に関わる組織内／組織間の資源」が国際競争力の原動力として目されてきた（Asanuma
1989，Dyer　and　Ouchi　1993，　Dyer　1996a，1996b，　Clark　and　Fujimoto　1997，　Takeishi　2001，2002，藤
本2002，拙稿2004b）。トヨタのJITシステムに代表される生産現場での模倣困難な能力に裏打
ちされた強みは，リーン生産システムと名称を変更され，日系企業へのキャッチアップを目的とし
広く米国製造業へ移植されてきたことはよく知られている。RBV研究と並行する形で，80年代後
半から90年代にかけて製品開発および生産に関わる日系自動車メーカーの強みに関する研究が花
開くことになる。さらにこの潮流は一社単独での強みから垂直的な企業間関係の強みの研究へ発展
し，自動車メーカーと特定のサプライヤー間に時間をかけて蓄積される関係特定的な資産あるいは
スキルが経営成果（ここでは製品品質，新製品開発速度，在庫レベルの圧縮などオペレーショナル
4この相違はPorterが製品（業界）市場を対象としたのに対し，　BameyらRBV研究者（たとえばWarnerfelt
　1984）が複数の製品市場に横断的に移転可能な生産要素市場にまで遡って価値の源泉を求めていることに起
　因する（小林2002）。
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な指標）へ正の影響を与えることが実証されている（Dyer　1996b）5。このような日系自動車メー
カーの国際競争力は国内市場の外資系企業による市場参入に対する防衛という側面に加え，北米市
場，欧州市場における持続的な市場シェアの伸張の原動力として捉えられてきた（Dyer　and
Ouchi　1993，藤本2002）。「製品開発／生産に関わる資源」は，機能横断的に，組織横断的に分散
した社会的に複雑な概念であり，生産現場のノウハウは日々改善の名の下一線の現場担当者により
積み重ねられる。ある改善行為は事前の改善行為に当然依存しているのである。この意味におい
て，知識／スキル／ノウハウのストック的な側面とその動態的な成長（Teece　1998，　Dierickx　and
Cool　1989）に関する考察は，これら資源が模倣困難性を備えまさに競争優位の源泉として機能し
ていることが確認できる希少な研究成果であるといえる。
2．差別化戦略の一要素としてのカスタマイゼーション概念
　前節では差別化要素の構築が企業の保有する異質な資源によるものであり，持続的な競争優位の
獲得は保有する資源の模倣困難性に依存することを論じてきた。ここで単純化を恐れずにCaves
and　Williamson（1985）が識別した差別化諸要素を基礎に，「差別化諸要素」と差別化諸要素を創
出する「資源」，「期待される成果」6の関係を図式化してみよう。この図に従い順を追ってカスタ
マイゼーションの概念について考察する。
　第一に，「期待される成果」は顧客による特有の認知がなされた後の，いわば調整済みの「差別
化要素のミックス」により影響を受ける。製品差別化をマーケティング戦略として精緻化した前出
のDickson　and　Ginterは以下のように述べている。
　　「伝統的な経済学モデルにおいて，需要は価格と所与の固定された製品特性の特定の組合せに
　よって規定され，需要関数は製品特性が消費者嗜好とより合致するように変化すれば，各価格に
　対して需要量が増加する。しかし，経済学の仮定，つまり完全な消費者情報の取得・維持という
　条件下では需要間の差異は存在しないことになる。対照的にマーケティソグ研究では，多くの消
　費者は断片的な情報を基礎とする現実に対するそれぞれの認識に則って意思決定を行うことを認
　識している。以上より，我々は需要関数を製品特性に対する顧客の認知（perception）として捉
　える」（Dickson　and　Ginter　1987，　p5）。
5自動車メーカーとサプライヤー間の関係特定的資産／スキル／知識が成果へ影響を与えるという一連の実証研
究は，自動車メーカーの成果とサプライヤーの成果の2つの視点が提供されている。概ね製品開発／生産シス
　テムに関わる成果変数へは正の影響が確認されている（Dyer　and　Chu　2001，　Kotabe　et　al．2002）。
6ここでいう「期待される成果」とは，消費老行動論者のいう顧客満足や戦略論者のいう競争優位といった比
較的大きな概念はあえて避ける意味でひとまずこのように呼称している。因みに戦略論者のいう期待される
成果には独占的な競争環境の獲得（Chamberlin　1965）と価格非弾力性が候補としてあげられる。　Porterは
製品差別化の伝統的な操作的定義として交差価格非弾力性の概念を用い，競争相手プランド（製品・サービ
　ス）の価格の変化によって相対的に影響を受けない企業のオファリソグに対する需要関数（demand　function）
　によって価格非弾力性の度合いが説明できると述べている（Porter　1976）。
一369一
図表3．差別化諸要素と期待される成果の関係図
生産要素として
の組織内／
組織間資源 差別化の諸要素
資源a 製品カスタマイゼーション 顧客によるﾁ有の認知
資源b 製品の複雑性
資源c 消費者マーケティング 差別化要素の
@ミックス
期待される
@成果
資源d 流通チャネル
資源e アフターサービス
　差別化の諸要素（Dickson　and　Ginterの用語では需要関数）の組み合わせ，各要素の相対的重要
度は顧客の認知にゆだねられているとすれば，たとえ特定の差別化要素（たとえば製品の複雑性）
が競合による模倣困難な資源に裏打ちされた企業の強みであるとしても当該差別化要素に対する顧
客認知が低ければ，「期待される成果」を高めないことがここでの知見である。しかしここで注意
すべきは，顧客認知は外部環境から干渉されることなしに存在する概念ではなく，企業の自助努力
によって修正を促すことが可能である点である。とりわけ，「製品カスタマイゼーショソ」から
「顧客による特有の認知」へ伸びる矢印は，皿章の消費者行動論アプローチで概観したように，製
品カスタマイゼーショソ行動自体が顧客間で異なるそれぞれの認知へ適応する具体的な方法である
ことを示している。
　第二に，「差別化諸要素」へ影響を与える「資源」について考察する。前節にて検討したとおり，
「差別化諸要素」それ自体は識別された変数（因子）であり，諸変数を構築，維持していく生産要
素とその内容については何も説明していない。いうまでもなく本稿では，特定の競争構造下に属す
る企業のそれぞれの異質な資源が差別化諸要素を構築する原動力であると捉える。たとえば，前述
の日系自動車メーカーの製品開発及び生産に関する能力は，競合による模倣困難な「製品の複雑
性」に寄与する資源かもしれない。また「製品カスタマイゼーション」へ資源属性を付与し維持す
るならば，皿章の生産プロセスアプローチにおいて論じた生産・ロジスティックスに関わるマス・
カスタマイゼーション能力の組織的な構築が求められる。
　ここで今一度本稿の論点を整理したい。繰り返しになるが本稿の目的は，研究対象の限定を出発
点とし，カスタマイゼーション概念がより有効に機能する条件を識別することにある。皿章におい
て本稿の研究対象を寡占的企業と限定し，その競争構造の特質として産業の成熟化による競争の均
衡状態を想定した。このことを前提とし，図表3に再び従い，カスタマイゼーションの有効性が
向上する以下の2つの条件とその限界を併せて提示したい。
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条件①　資源の均衡状態
　　第一の条件は，差別化諸要素の中でカスタマイゼーショソ以外の諸要素を構築する資源（能
　力）が均衡状態にある場合を指す。この条件下では競合が市場に送り出す製品は，その機能，価
　格，アフターサービスの質などの差別化要素に全く差がなく，顧客からみればどの企業の製品
　（と付随サービス）を購入してもその便益に差がないこととなる。ここで仮に唯一残された差別
　化要素がカスタマイゼーショソである場合，カスタマイゼーション行動を実行するための資源の
　企業間での差異が成果へ影響を与える。換言すれば，模倣困難な資源属性を有する優れたカスタ
　マイゼーショソ能力を保持する企業が差別化優位性を獲得することとなる。
条件②　顧客認知の相対的高さ
　　たとえある企業が製品開発に関わる高い資源（能力）によって差別化された新製品を市場へ導
　入したとしても，顧客の認知が「製品カスタマ・イゼーション」を相対的に重要視していれば，カ
　スタマイゼーションの有効性は向上する。この条件下でも①と同様，模倣困難な資源属性を有す
　る優れたカスタマイゼーショソ能力を保持する企業が差別優位性を獲得することとなる。
　2つの条件にはそれぞれ限界が存在する。他の能力が企業間で一定である競争構造下で，ある企
業が相対的に高いカスタマイゼーショソ能力を保持していたとしてもそれは均衡状態を打破したに
過ぎず，これが顧客価値の創造，維持，あるいは動態的な修正や再構築へ直結しないという限界を
条件①は内包している。条件②には顧客ごとに異なるカスタマイゼーショソへの認知度合いをどの
ようにマネジメントするかという限界が存在する。またこの条件は企業行動が顧客認知の変化を促
す側面に関して何ら言及していない。換言すれば，2つの条件は双方とも環境の急激な変化に伴う
カスタマイゼーション能力の修正や再構築など動態的側面にはなんら言及しておらず，不確実性の
高い環境下で如何にカスタマイゼーショソ能力を競争優位の源泉として維持・独占するのかという
課題をひとまず捨象している。
V　結びにかえて
　本稿では差別化諸要素の中でカスタマイゼーショソ概念を取り上げ，総合的な枠組みでその有効
性に影響を与える条件を検討した。ここでは結びにかえて今後の課題につき若干言及する。当面の
課題は資源属性を伴う，「模倣困難なカスタマイゼーショソ能力」の精緻化にある。自動車産業に
おける製品開発や生産システムに関する能力の諸研究では，定量データによる実証研究からケース
ベースの方法論を駆使した分析まで幅広く奥深い研究が蓄積され，特定の競争構造の中で企業が創
出する持続的競争優位の源泉のひとつとして学界でも実業界でも広く認知されているといっても過
言ではない。カスタマイゼーション行動の内容を分析する上において重要視されるのがマーケティ
ソグ研究における市場志向あるいは顧客志向と呼ばれる組織ケイパビリティである（Kohli　and
Joworski　1990，　Narver　and　Slater　1990，　Slater　and　Narver　1995）。　Day（1994）が指摘する顧客
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の情報と学習機会を組織内へ取り込むアウトサイドインに関する組織的なケイパビリティと，本稿
で考察した生産プロセスに埋め込まれたカスタム製品の供給に関するケ・イパビリティとの「統合」
を足がかりとして，「模倣困難なカスタマイゼーション能力」の内容を精緻化していく研究に努め
たい。その際には，標準化部品の大量生産によるコスト効率と異なる顧客の個別ニーズの「統合能
力」を備えた「マス・カスタマイゼーション能力」への発展を念頭におきたい。
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